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                審決 

 

不服２０１９－ １１２５５ 

 

 （省略） 

 請求人         大谷 寛 

 

 （省略） 

 代理人弁理士      大谷 寛 

 

 （省略） 

 代理人弁理士      岡村 太一 

 

 

   商願２０１８－３００４４拒絶査定不服審判事件について、次のとおり審 

  決する。 

 

 結 論 

   本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理 由 

  第１ 本願商標 

   本願商標は、「六本木通り特許事務所」の文字を標準文字で表してなり、 

  第３５類、第４１類、第４２類及び第４５類に属する願書記載のとおりの役 

  務を指定役務として、平成３０年３月１４日に登録出願され、その後、指定 

  役務については、原審における同３１年２月１０日付け手続補正書、当審に 

  おける令和元年８月２７日付け手続補正書及び同２年７月２５日付け手続補 

  正書により、最終的に、第４５類「スタートアップに対する特許に関する手 

  続の代理」に補正されたものである。 

 

  第２ 原査定の拒絶の理由の要点 

   原査定は、本願商標の「六本木通り」の文字は、「東京都千代田区霞が関 

  から渋谷区渋谷までの道路の呼び名」であり、「特許事務所」の文字は、特 

  許等の業務を行う事務所名を表したものと認められるところ、インターネッ 

  ト情報によれば、提供の場所と特許の事務所名を組み合わせた名称を使用し 

  ている事実があることから、本願商標は、需要者に提供の場所と特許等の事 

  務所名を組み合わせたものと認識させるにすぎないものであり、さらに、上 

  記の構成からなる本願商標が、出願人により使用をされた結果、需要者が出 

  願人の業務に係る役務であることを認識することができる商標に至っている 
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  とはいえず、これをその指定役務に使用しても、需要者が何人かの業務に係 

  る役務であることを認識することができないので、本願商標は、商標法第３ 

  条第１項第６号に該当する旨認定判断し、本願を拒絶したものである。 

 

  第３ 当審においてした審尋 

   審判長は、請求人に対し、令和２年６月１０日付け審尋において、特許事 

  務所がスタートアップに対して役務を提供していることを示す別掲１のとお 

  りの事実と、法律家によって提供される法律事務に関する役務を取り扱う分 

  野において、「○○通（り）」という呼び名の道路に近接する場所に所在す 

  る事務所の名称として、「○○通り」の文字と当該役務を提供する事務所の 

  一般的な名称である「□□事務所」の文字とを結合させた「○○通り□□事 

  務所」の文字が採択、使用されていることを示す別掲２のとおりの事実を通 

  知し、さらに、本願商標は、これが使用をされた結果、全国的に周知である 

  とはいい難く、需要者が何人かの業務に係る役務であることを認識すること 

  ができるに至っているものとは認められない旨の見解を示した上で、本願商 

  標をその指定役務について使用した場合、これに接した取引者、需要者は、 

  本願商標を、「六本木通りという呼び名の道路に近接する場所に所在する、 

  弁理士の事務所」程の意味合いとして理解、認識するにとどまり、このよう 

  な本願商標は、単に、役務の提供場所あるいは役務を提供する者の所在を表 

  すものであるから、本願の指定役務について特定人によるその独占使用を認 

  めるのを公益上適当としないものであるとともに、自他役務の識別力を欠き 

  、商標としての機能を果たし得ないものであるといわざるを得ない旨の見解 

  を示し、相当の期間を指定して、これに対する回答を求めた。 

 

  第４ 審尋に対する請求人の回答の要点 

   上記第３の審尋に対し、請求人は、令和２年７月２５日付けの意見書を提 

  出し、要旨、以下のように主張した。 

  １ 別掲２で提示された使用例はすべて「〇〇通り法律事務所」であり、「 

  特許事務所」の名称として「〇〇通り」が使用された例が一例たりとも示さ 

  れていないから、取引の実情が、実際の事情を離れて、恣意的に抽象化して 

  認定されている。 

  ２ 別掲２で提示された使用例は、いずれも特段、本願商標の指定役務の提 

  供に際してなされた使用例であることが示されておらず、本願商標の指定役 

  務における取引実情を示すものとは言えない。 

  ３ 別掲１で提示された使用例は、「〇〇通り□□事務所」の文字が、広く 

  採択、使用されている実情存否の判断において、関連がなく、無意味である 

  。 

  ４ 別掲２で提示された使用例は、いずれも、個別の法律事務所の名称であ 

  り、各法律事務所の出所を示すものである。 
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  ５ 別掲２で提示された使用例のうち、「骨董通り法律事務所」の例と「青 

  山通り法律事務所」の例につき、「骨董通り」と「青山通り」は互いに接す 

  る通りであるから、同一の場所を包含し、同一の意味合いを取引者、需要者 

  に理解させ得るところ、そのように理解する者は、社会通念上存在しない。 

  ６ 「○○通り」の文字が、特定の場所ではなく、当該文字を呼び名とする 

  道路全体を指し示すとすれば、そのような広域を表す文字は、そもそも特定 

  の役務の提供の場所を表す語であると取引者、需要者に理解されない。 

  ７ 本願商標は、既存の事務所の名称であることから、法令等に基づいて他 

  者が一般に用いる余地のないものである。 

 

  第５ 当審の判断 

  １ 商標法第３条第１項第６号該当性 

  （１）本願商標について 

   本願商標は、上記第１のとおり、「六本木通り特許事務所」の文字を標準 

  文字で表してなるものであり、指定役務は、第４５類「スタートアップに対 

  する特許に関する手続の代理」である。 

  （２）本願の指定役務を取り扱う業界等における取引の実情 

   ア 別掲１で提示した事実によれば、特許事務所が、広く、スタートアッ 

  プに対して役務を提供している実情が認められる。 

   イ 別掲２で提示した事実によれば、「海岸通り法律事務所」、「西堀通 

  り法律事務所」、「国会通り法律事務所」、「骨董通り法律事務所」、「並 

  木通り法律事務所」、「新虎通り法律事務所」、「平成通り法律事務所」、 

  「土佐堀通り法律事務所」、「長良橋通り法律事務所」、「錦華通り法律事 

  務所」、「夷川通り法律事務所」及び「青山通り法律事務所」のように、法 

  律家によって提供される法律事務に関する役務を取り扱う分野において、「 

  ○○通（り）」という呼び名の道路に近接する場所に所在する事務所の名称 

  として、「○○通り」の文字と当該役務を提供する事務所の一般的な名称で 

  ある「□□事務所」の文字とを結合させた「○○通り□□事務所」の文字が 

  、広く採択、使用されている実情が認められる。 

  （３）請求人による本願商標の使用について 

   ア 請求人は、本願商標が使用をされた結果、自他役務識別力を獲得する 

  に至っている旨主張するので、この点について以下のとおり検討する。 

   請求人が提出した証左（甲３）及び請求人の主張の全趣旨によれば、請求 

  人が本願商標を平成２９年１月５日より使用していることが認められる。 

   しかしながら、本願商標の使用期間は未だ３年余りにすぎないし、請求人 

  による広告物及びその実績ないし本願商標に関する請求人以外の者による紹 

  介記事等が把握できる客観的事実が不明であることから、本願商標は、需要 

  者が何人かの業務に係る役務であることを認識することができるほど広く認 

  識されていたとまではいい得ないものであり、その他、この認定を覆すに足 
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  りる証左は提出されていない。 

   イ そうすると、本願商標は、これが使用をされた結果、全国的に周知で 

  あるとはいい難く、需要者が何人かの業務に係る役務であることを認識する 

  ことができるに至っているものとは認められない。 

  （４）判断 

   ア 本願商標の構成中の「六本木通り」の文字の意味は、「東京都千代田 

  区霞が関から渋谷区渋谷までの道路の呼び名」（デジタル大辞泉（小学館、 

  https://kotobank.jp/word/六本木通り-674215））であり、また、本願商標 

  の構成中の「特許事務所」の文字の意味は、「弁理士の事務所」（広辞苑第 

  七版（２０１８年１月１２日、株式会社岩波書店発行））であるところ、「 

  弁理士」の語の意味は、「特許・実用新案・意匠または商標に関する登録出 

  願等の代理もしくは鑑定などを業とする者。一定の資格と弁理士登録簿への 

  登録を要する。」（広辞苑第七版（同上））である。よって、本願商標は、 

  「六本木通り」の文字と「特許事務所」の文字とが結合してなるものと認識 

  、把握されると認められる。 

   そして、特許事務所が、広く、「特許に関する手続の代理」についての役 

  務を提供している実情があることは、「特許事務所」の上記字義に照らして 

  明らかであり、また、上記（２）アのとおり、特許事務所が、広く、スター 

  トアップに対して役務を提供している実情もある。そうすると、「特許事務 

  所」の文字は、本願の指定役務を提供する者を意味する一般的な名称といえ 

  るものである。 

   さらに、上記（２）イのとおり、法律家によって提供される法律事務に関 

  する役務を取り扱う分野において、「○○通（り）」という呼び名の道路に 

  近接する場所に所在する事務所の名称として、「○○通り」の文字と当該役 

  務を提供する事務所の一般的な名称である「□□事務所」の文字とを結合さ 

  せた「○○通り□□事務所」の文字が、広く採択、使用されている実情があ 

  る。 

   また、本願商標は標準文字で表してなるから、その態様上顕著な特徴は認 

  められない。 

   イ 以上を踏まえると、本願商標をその指定役務について使用した場合、 

  これに接した取引者、需要者は、本願商標を、「六本木通りという呼び名の 

  道路に近接する場所に所在する、弁理士の事務所」程の意味合いとして理解 

  、認識するにとどまり、このような本願商標は、単に、役務の提供場所ある 

  いは役務を提供する者の所在を表すものであるから、本願の指定役務につい 

  て特定人によるその独占使用を認めるのを公益上適当としないものであると 

  ともに、自他役務の識別力を欠き、商標としての機能を果たし得ないもので 

  あるといわざるを得ない。 

   したがって、本願商標は、需要者が何人かの業務に係る役務であることを 

  認識することができない商標であるから、商標法第３条第１項第６号に該当 
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  する。 

  ２ 請求人の主張について 

  （１）請求人は、別掲２で提示された使用例がすべて「〇〇通り法律事務所 

  」であり、「特許事務所」の名称として「〇〇通り」が使用された例が一例 

  たりとも示されていないから、取引の実情が、実際の事情を離れて、恣意的 

  に抽象化して認定されている旨主張する。 

   しかしながら、「法律事務所」は、「弁護士が法律に関する諸事務を取り 

  扱う所」（広辞苑第七版（同上））を意味する語であり、「弁護士」は、「 

  当事者その他の関係人の依頼または官公署の委嘱によって、訴訟に関する行 

  為、その他一般の法律事務を行う者。」（広辞苑第七版（同上））を意味す 

  る語であるから、本願の指定役務の取引者、需要者は、弁護士が本願の指定 

  役務を提供できることを認識、把握するといえる。実際、本願の指定役務で 

  ある「スタートアップに対する特許に関する手続の代理」には、特許に係る 

  訴訟事件や審判事件の代理等が含まれるところ、これらの代理等に係る役務 

  を提供する弁護士が広く存在することは明らかであり、また、これらの弁護 

  士が、スタートアップであることを理由に当該役務を提供しないというわけ 

  でもない。 

   このように、本願の指定役務の取引者、需要者は、弁理士のみならず弁護 

  士からも当該役務の提供を受けることができると認識、把握するから、弁護 

  士の事務所である「法律事務所」の名称の実情をも踏まえた上で、本願商標 

  に接するとみるのが相当である。 

  （２）請求人は、別掲２で提示された使用例は、いずれも特段、本願商標の 

  指定役務の提供に際してなされた使用例であることが示されておらず、本願 

  商標の指定役務における取引実情を示すものとは言えない旨主張する。 

   しかしながら、当該各使用例に係る法律事務所が、本願の指定役務を提供 

  することを明示的に標榜していないとしても、当該法律事務所には弁護士が 

  所属している以上、上記（１）で説示したとおり、本願の指定役務の取引者 

  、需要者は、当該法律事務所が本願の指定役務を提供できると認識、把握す 

  るといえる。そして、本願の指定役務の取引者、需要者が、法律事務所の名 

  称の実情をも踏まえた上で、本願商標に接することについても、上記（１） 

  で説示したとおりである。 

  （３）請求人は、別掲１で提示された使用例は、「〇〇通り□□事務所」の 

  文字が、広く採択、使用されている実情存否の判断において、関連がなく、 

  無意味である旨主張する。 

   しかしながら、上記１（４）アで認定したとおり、本願商標は、「六本木 

  通り」の文字と「特許事務所」の文字とが結合してなるものと認識、把握さ 

  れる。そして、そのうちの「特許事務所」の文字が本願の指定役務の取引者 

  、需要者にどのように認識、把握されるのかについて、別掲１で提示された 

  使用例に基づき認定することに問題はないというべきである。 
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  （４）請求人は、別掲２で提示された使用例は、いずれも、個別の法律事務 

  所の名称であり、各法律事務所の出所を示すものである旨主張する。 

   しかしながら、当該各使用例がいずれも個別の法律事務所の名称に係るも 

  のであるとしても、法律家によって提供される法律事務に関する役務を取り 

  扱う分野において、「○○通り□□事務所」の文字が、「○○通（り）」と 

  いう呼び名の道路に近接する場所に所在する事務所の名称として広く採択、 

  使用されている実情が認められることを左右するものではない。そして、そ 

  うである以上、上記１（４）イで認定判断したとおり、本願商標は、単に、 

  役務の提供場所あるいは役務を提供する者の所在を表すものであるから、本 

  願の指定役務について特定人によるその独占使用を認めるのを公益上適当と 

  しないものであるとともに、自他役務の識別力を欠き、商標としての機能を 

  果たし得ないものである。 

  （５）請求人は、別掲２で提示された使用例のうち、「骨董通り法律事務所 

  」の例と「青山通り法律事務所」の例につき、「骨董通り」と「青山通り」 

  は互いに接する通りであるから、同一の場所を包含し、同一の意味合いを取 

  引者、需要者に理解させ得るところ、そのように理解する者は、社会通念上 

  存在しない旨主張する。 

   しかしながら、本願の指定役務の取引者、需要者は、「骨董通り法律事務 

  所」を「骨董通り」という道路に近接する場所に所在する法律事務所の名称 

  として認識、把握する一方、「青山通り法律事務所」を「青山通り」という 

  道路に近接する場所に所在する法律事務所の名称として認識、把握するだけ 

  のことであり、「骨董通り」と「青山通り」が互いに接する通りであるとし 

  ても、前記認識、把握を左右するものではない。 

  （６）請求人は、「○○通り」の文字が、特定の場所ではなく、当該文字を 

  呼び名とする道路全体を指し示すとすれば、そのような広域を表す文字は、 

  そもそも特定の役務の提供の場所を表す語であると取引者、需要者に理解さ 

  れない旨主張する。 

   しかしながら、「六本木通り」という道路に近接する場所が広域であると 

  しても、それが場所を意味する概念であることに変わりない。そして、上記 

  １（２）イのとおりの実情が認められることからすれば、本願の指定役務の 

  取引者、需要者は、「六本木通り」という道路に近接する場所をもって、役 

  務の提供場所あるいは役務を提供する者の所在であると認識、把握するとい 

  える。 

  （７）請求人は、本願商標が、既存の事務所の名称であることから、法令等 

  に基づいて他者が一般に用いる余地のないものである旨主張する。 

   しかしながら、弁理士法において、弁理士又は特許業務法人でない者は、 

  特許事務所又はこれに類似する名称を用いてはならないこと、また、日本弁 

  理士会の「事務所名称に関するガイドライン」において、「他の既存の事務 

  所と誤認混同を生じるおそれがある名称」が使用してはならない名称である 
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  ことが定められているとしても、上記１（３）のとおり、本願商標の「六本 

  木通り特許事務所」の文字が既存の特許事務所の名称であることが、本願商 

  標の取引者、需要者の間に広く認識されているということはできないことか 

  らすると、本願商標に接した取引者、需要者が、これを「六本木通りという 

  呼び名の道路に近接する場所に所在する、弁理士の事務所」程の意味合いと 

  して理解、認識しない、ということにはならない。よって、請求人の主張は 

  、上記１（４）でした認定判断を左右するものではない。 

  （８）請求人は、「六本木通り」の文字と「特許事務所」の文字の組み合わ 

  せは、独自の意外性のある造語であり、過去にかかる組み合わせの名称が用 

  いられた例は一例も存在しない旨主張する。 

   しかしながら、過去に「六本木通り」の文字と「特許事務所」の文字の組 

  み合わせの名称が用いられた例が存在しないとしても、上記１（２）イのと 

  おりの実情が認められることからすれば、本願商標が独自の意外性のある造 

  語ということはできないし、いずれにせよ、請求人の主張は、上記１（４） 

  の認定判断を左右するものではない。 

  （９）請求人は、「外苑西通りビル」や「天神西通りスクエア」のような過 

  去の登録例が存在する旨主張するが、これらの登録例は、本願商標とは、構 

  成文字や構成態様が異なるものであって、かつ、具体的事案の判断において 

  は、過去の登録例等に拘束されることなく、当該商標登録出願の査定時又は 

  審決時において、当該商標の構成態様と取引の実情に応じて個別的に判断さ 

  れるべきであるから、これらの事例の存在によって、上記１の認定判断が左 

  右されるものではない。 

  （１０）請求人は、本願商標の指定役務の需要者との関係において、通りの 

  名称に特許事務所の一般的な名称を組み合わせた名称が識別力を欠く具体的 

  根拠が見当たらない旨主張するが、上記１で認定判断したとおりである。 

  ３ まとめ 

   以上のとおり、本願商標は、商標法第３条第１項第６号に該当するもので 

  あるから、これを登録することはできない。 

   よって、結論のとおり審決する。 

 

        令和 ２年 ９月 ７日 

 

                 審判長  特許庁審判官 木村 一弘 

                      特許庁審判官 山村 浩 

                      特許庁審判官 庄司 美和 

 

  別掲１ 特許事務所が、スタートアップに対して役務を提供している事例（ 

  下線は当審が付した。） 

  （１）「アーウェル国際特許事務所」のウェブサイトにおいて、「スタート 
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  アップ・ベンチャー企業・中小企業のみなさんへ」の見出しの下、「これま 

  で、日本国内の特許の世界では、スタートアップ・ベンチャー企業・中小企 

  業と大企業とでは、様々な面で大きなレベルの差がありました。（中略）し 

  かしながら、特許制度とは、出願人の事業規模を問わず、発明を保護するた 

  めの制度です。私たちには、知的財産の世界のすべてを大きく変えるだけの 

  力はないかもしれませんが、私たちの周囲だけでも知的財産の世界観を変え 

  たいと強く考えています。アーウェル国際特許事務所では、特許出願の内容 

  の良し悪しがわかる方にもそうでない方にも同等のサービスを提供していま 

  す。これは、フェイクのないものを提供するという点でたいへん重要視して 

  いる考え方から来るものでもあります。」との記載がある。 

  （https://www.tateishi-ip.com/index.files/venture.htm） 

  （２）「烏丸特許事務所」のウェブサイトにおいて、「弁理士は知的財産権 

  の専門家です！  

  ベンチャー企業・スタートアップ企業・中小企業をトータル的にサポートし 

  ます！」との記載がある。 

  （https://www.karasumaip.kyoto/） 

  （３）「みなとみらい特許事務所」のウェブサイトにおいて、「スタートア 

  ップ・ＩＴ企業のための特許出願２８万円～」の見出しの下、「みなとみら 

  い特許事務所では、安心価格で、スタートアップ・ＩＴ企業の皆様の特許取 

  得を全力サポートいたします。」との記載がある。 

  （https://www.app-patent.com/） 

  （４）「新横浜総合特許事務所」のウェブサイトにおいて、「スタートアッ 

  プ企業、ベンチャー企業の支援サービス」の見出しの下、「弊所では、中長 

  期的な視点から特許権や商標権をどのように取得していけばよいのかを提案 

  していくことで、スタートアップ企業やベンチャー企業を知財面から支援し 

  てまいります。」及び「以上のように、スタートアップ企業やベンチャー企 

  業に対しては、国から様々な優遇制度があります。弊所と致しましては、以 

  上のような制度を踏まえた上で、知財面から貴社を積極的にサポートしてい 

  く所存です。」との記載がある。 

  （http://www.shinyoko-pat.jp/venture-corporation-support） 

  （５）「溝上法律特許事務所」のウェブサイトにおいて、「スタートアップ 

  応援サポート」の見出しの下、「溝上法律特許事務所は、設立３年以内の法 

  人又は開業３年以内の個人事業主の方の商標調査及び登録を応援します。」 

  との記載がある。 

  （http://www.mizogami.gr.jp/trademark/request/request_002.html） 

  （６）「ひかる国際特許事務所」のウェブサイトにおいて、「スタートアッ 

  プ・ベンチャー企業支援」の見出しの下、「今年の４月より、弊所弁理士の 

  堀は、一般社団法人ＴＸアントプレナーパートナーズ（ＴＥＰ）の会員とな 

  りました。ＴＥＰは、技術系のスタートアップ・ベンチャー企業を支援する 
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  団体となります。弊所は、主に知的財産権の側面からスタートアップ・ベン 

  チャー企業を支援する予定です。技術系の企業に対してビジネスの参入障壁 

  をいかに築かという視点でアドバイス致しますので、よろしくお願いします 

  ！」との記載がある。 

  （http://www.hikaru-pat.jp/%e3%82%b9%e3%82%bf%e3%83%bc%e3%83%88%e3%8 

  2%a2%e3%83%83%e3%83%97%e3%83%bb%e3%83%99%e3%83%b3%e3%83%81%e3%83%a3% 

  e3%83%bc%e4%bc%81%e6%a5%ad/%e3%82%b9%e3%82%bf%e3%83%bc%e3%83%88%e3%8 

  2%a2%e3%83%83%e3%83%97%e3%83%bb%e3%83%99%e3%83%b3%e3%83%81%e3%83%a3% 

  e3%83%bc%e4%bc%81%e6%a5%ad%e6%94%af%e6%8f%b4/） 

  （７）「高松特許事務所」のウェブサイトにおいて、「高松特許事務所では 

  、創業予定者等を限定とした権利取得応援サービス『スタートアップ知財』 

  を実施いたしております。」の見出しの下、「具体的には、特許権や商標権 

  等、知的財産権を取得する際に必要となる弊所手数料を割安でご提供させて 

  頂きます。」との記載がある。 

  （http://www.takamatsu-po.jp/startup/） 

  （８）「北摂国際特許事務所」のウェブサイトにおいて、「弊所７つのサー 

  ビス」の見出しの下、「スタートアップ向けＡＩ／ＩｏＴ関連特許無料相談 

  」とのリンクがあり、そのリンクの先に、「ＡＩ／ＩｏＴ関連技術やアイデ 

  アでＩＰＯを目指すスタートアップも多々あるでしょう。ただ、気になって 

  いるのは、資金調達時に知的財産の取得及び管理費用を組み込んでいない企 

  業がほとんどだということ。これでは、世界で勝負できません。そこで弊所 

  では、スタートアップの方々に無料相談のサービスを提供します。まずは相 

  談してみないと何も始まりません。そして、この分野専門の弁理士が権利化 

  を含めた戦術面をサポートします。ＡＩ／ＩｏＴ関連に強い弁理士は少ない 

  ながらもいますが、その上商標面もサポートできる弁理士となると一握りで 

  す。スタートアップに必要な知財戦略を隙なくサポート可能です。」との記 

  載がある。 

  （https://www.b-mall.ne.jp/company/hokupat、https://www.b-mall.ne.jp 

  /prdetail-76860/） 

  （９）「知育特許事務所」のウェブサイトにおいて、「所長紹介」の見出し 

  の下、「知育特許事務所 所長 弁理士。（中略）商工会議所など各種業界 

  団体での講演実績多数。支援先は、メーカー、スタートアップ企業、個人発 

  明家のみならず、デザイン会社、マーケティング会社、ミシュラン掲載の飲 

  食店など多岐にわたる。」との記載がある。 

  （https://chizai-media.com/） 

  （１０）「ＦＯＸ国際特許事務所」のウェブサイトにおいて、「ＦＯＸ国際 

  特許事務所の所長を務める弁理士叶野徹と申します。（中略）開業するにあ 

  たり、どこにもない特許事務所をつくれないかと考えました。具体的には、 

  スタートアップを対象に、これまでの大手特許事務所にはないサービスを提 
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  供できないかと考えました。（中略）そこで、これまでの知財（ＩＰ）に関 

  するサービスだけでなく、ＷＥＢ集客（ＳＥＯなど）も含めたサービスを提 

  供できないかと考えました。そして導き出された理念が『ＩＰ×ＳＥＯ構想 

  』です。ＩＰとは知的財産、ＳＥＯとは検索エンジン最適化です。『ＩＰ× 

  ＳＥＯ』構想とは、ＩＰでビジネスを保護するとともに、ＳＥＯでビジネス 

  を促進させて収益化のサポートをさせていただく構想です。（中略）特にス 

  タートアップ企業にとっては、プロモーション活動に占めるＷＥＢ集客は重 

  要なものと考えています。」との記載がある。 

  （https://getpatent.biz/patent-office-outline/） 

  （１１）「伊藤特許事務所」のウェブサイトにおいて、「ベンチャー支援事 

  業部」の見出しの下、「ベンチャー支援事業部の業務目的と内容 弊所は、 

  スタートアップ、アーリーステージのベンチャー企業のサポートを中心とし 

  た業務を行っています。特に、資金繰りを視野に入れ、フリーキャッシュフ 

  ローを生み出す知的資産の創生、知財戦略立案、助成金の取得支援など、起 

  業したばかりのベンチャー企業のサポートを行うことで、デスバレーを浅く 

  、短くし、ベンチャー企業の成功までの道のりを、少しでも短く、苦労の少 

  ないものにすることを目的として活動しています。また、資金の少ない起業 

  初期のベンチャー企業に対し、弊所の活動費用などを投資するプログラムを 

  用意しています。」との記載がある。 

  （https://www.itoh-pat.com/service） 

 

  別掲２ 法律家によって提供される法律事務に関する役務を取り扱う分野に 

  おいて、「○○通（り）」という呼び名の道路に近接する場所に所在する事 

  務所の名称として、「○○通り」の文字と当該役務を提供する事務所の一般 

  的な名称である「□□事務所」の文字とを結合させた「○○通り□□事務所 

  」の文字が、採択、使用されている事例 

  （１）「海岸通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「神奈川県横浜市中区海岸通三丁目１２番地１ミナトイ 

  セビル５階」であり、「海岸通り」という道路に近接している。 

  （http://www.kaiganst.com/office/） 

  （https://www.google.com/maps/place/%E6%B5%B7%E5%B2%B8%E9%80%9A%E3%8 

  2%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@35.4497066,139.63 

  97762,19z/data=!4m5!3m4!1s0x0:0x858ac8d20ad52fc1!8m2!3d35.449688!4d1 

  39.639803） 

  （２）「西堀通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「新潟市中央区西堀通七番町１５５４番 日生第５ビル 

  ５階」であり、「西堀通り」という道路に近接している。 

  （http://www.nishiboridori-law.jp/info.html） 

  （３）「国会通り法律事務所」 
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   事務所所在地が、「東京都千代田区日比谷公園１番３号 ４階」であり、 

  「国会通り」という道路に近接している。 

  （http://kokkaidori-law.jp/access.html） 

  （https://www.google.com/maps/place/%E5%9B%BD%E4%BC%9A%E9%80%9A%E3%8 

  2%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@35.671414,139.753 

  458,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x60188bedbd4951bb:0x56a5eca81282b14 

  6!8m2!3d35.671414!4d139.7556467） 

  （４）「骨董通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「東京都港区南青山５－１８－５ 南青山ポイント１Ｆ 

  」であり、「骨董通り」という道路に近接している。 

  （https://www.kottolaw.com/access.html） 

  （５）「並木通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「東京都中央区銀座７－５－５ 長谷第一ビル２階」で 

  あり、「並木通り」という道路に近接している。 

  （https://www.namikidori-law.jp/office.html#access） 

  （６）「新虎通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「東京都港区西新橋１－２１－８弁護士ビル８０６」で 

  あり、「新虎通り」という道路に近接している。 

  （http://www.shintoradori.jp/html/access.html） 

  （７）「平成通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「東京都中央区築地１－９－１３－８０２」であり、「 

  平成通り」という道路に近接している。 

  （http://www.heiseidori-law.jp/#access） 

  （https://www.google.com/maps/place/%E5%B9%B3%E6%88%90%E9%80%9A%E3%8 

  2%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@35.6693395,139.76 

  93359,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x60188bdfdd72e479:0x93001b03cc392 

  7a!8m2!3d35.6693395!4d139.7715246） 

  （８）「土佐堀通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「大阪府大阪市西区江戸堀１－１５－２７ アルデビル 

  肥後橋５階」であり、「土佐堀通」という道路に近接している。 

  （https://www.sosapo.org/lp/tosaboridori02/） 

  （https://www.google.com/maps/place/%E5%9C%9F%E4%BD%90%E5%A0%80%E9%8 

  0%9A%E3%82%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@34.69127 

  95,135.4931955,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x6000e6de18fe3fb1:0x8b5d 

  b4fe57ab8bd8!8m2!3d34.6912795!4d135.4953842） 

  （９）「長良橋通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「岐阜県岐阜市神田町１－１０－２小森ビル」であり、 

  「長良橋通り」という道路に近接している。 

  （http://www.nagarabashi-law.jp/） 



12 

 

  （https://www.google.com/maps/place/%E9%95%B7%E8%89%AF%E6%A9%8B%E9%8 

  0%9A%E3%82%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@35.42264 

  05,136.758715,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x6003a944c938aafd:0xfe780 

  e9850001980!8m2!3d35.4226405!4d136.7609037） 

  （１０）「錦華通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「東京都千代田区神田猿楽町１－２－３ ＵＴビル２Ｆ 

  」であり、「錦華通り」という道路に近接している。 

  （http://kinkadori.jp/access.php） 

  （https://www.google.com/maps/place/%E9%8C%A6%E8%8F%AF%E9%80%9A%E3%8 

  2%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@35.6973831,139.75 

  7431,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x60188c16d3cab739:0xfe332c5464b95d 

  e7!8m2!3d35.6973831!4d139.7596197） 

  （１１）「夷川通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「京都市中京区夷川通富小路西入俵屋町３００ ムロビ 

  ル２階」であり、「夷川通り」という道路に近接している。 

  （https://www.ebisugawadori-law.com/） 

  （https://www.google.com/maps/place/%E5%A4%B7%E5%B7%9D%E9%80%9A%E3%8 

  2%8A%E6%B3%95%E5%BE%8B%E4%BA%8B%E5%8B%99%E6%89%80/@35.015018,135.762 

  5164,17z/data=!3m1!4b1!4m5!3m4!1s0x600108893db7433b:0xb807569ab974d1 

  e5!8m2!3d35.015018!4d135.7647051） 

  （１２）「青山通り法律事務所」 

   事務所所在地が、「東京都港区北青山３丁目１２番７号カプリース青山７ 

  ０５」であり、「青山通り」という道路に近接している。 

  （http://www.koutsubengo.com/office） 

 

  （行政事件訴訟法第４６条に基づく教示）                

   この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（ 

  附加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被 

  告として、提起することができます。                  

  （この書面において著作物の複製をしている場合のご注意）        

   特許庁は、著作権法第４２条第２項第１号（裁判手続等における複製）の 

  規定により著作物の複製をしています。取扱いにあたっては、著作権侵害と 

  ならないよう十分にご注意ください。 

                                     

〔審決分類〕Ｔ１８  ．１６ －Ｚ  （Ｗ４５） 
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 審判長   特許庁審判官    木村 一弘       2981 

       特許庁審判官    庄司 美和       9594 

       特許庁審判官    山村 浩        9219 


